
 
 
 

令和３年度 
水田収益力強化ビジョンに係る 

活用方法の明細（個票） 
（産地交付金〔地域枠〕） 

 

 

 

 

※本年の作付けにあたり、内容についてご確認下さいます様お願い申し上 

げます。 

※現在、国と継続協議を終え承認された内容となります。 

単価については予算財源からの追加配分となることから、変更となる場 

合もございますので、その際はご了承下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＪＡたいせつ地域水田農業推進協議会 

（事務局：ＪＡたいせつ農業振興課） 



協議会名

使途名

対象作物

単　　価

課　　題

内　　容

備考

　実需者と出荷・販売契約を締結し、省力化及び生産性向上に取り組む小麦の作付けに対し助成する。

具体的要件

　１、助成対象者

　　　　小麦を作付けした地域の担い手（認定農業者又は青色申告を行う農業者）とする。

　

　２、取組要件

　　　　次に掲げる「省力化取組要件」「生産性向上取組要件」の中から、それぞれ１つ以上を選択し計４つ以上

　　　　の取り組みを行うこと。

　　　　　「省力化取組要件」（管理作業の委託）

　　　　　　①耕起・整地　　②播種　　③防除・追肥・除草　　④収穫　　⑤乾燥・調製　　⑥出荷

　　　　　「生産性向上取組要件」

 　　　　　 ⑦連作の回避（対象品目の作付けが初年目または２年目であること）

　　　　　  ⑧初冬播による春まき小麦の作付　⑨赤かび病防除の実施

　　　　　  ⑩融雪材散布による融雪促進（春期に播種する小麦のみ）

　　　　　  ⑪土壌改良材による土壌改良の実施　⑫堆肥散布による化学肥料の低減

　　　　　  ⑬心土破砕による排水改善（播種前の施工に限る） 　⑭額縁明渠の実施による排水改善

　　　　　  ⑮コンバイン（普通型）による収穫　⑯乗用管理機による防除（除草剤散布、病害虫防除）

取組の

確認方法

　１、助成対象者

　　　　交付申請書及び営農計画書

　２、取組要件

　　　　現地確認、作業日誌（生産履歴）、購入伝票、写真（自己施工の場合）、委託作業明

　　　　細書及び領収書

成果等の

確認方法

　令和３年１２月末日までに、以下の方法で確認する。

　　①作付面積：交付申請書、営農計画書及び現地確認による。

　　②取組面積：現地確認及び取組要件の確認に用いた資料により確認する。

　　③単収目標：数量払交付金申請書又は販売伝票により確認する。

－ － －

　次年度以降の取り組みは、令和３年度の取り組みの検証を行い、課題を整理した上で検討する。

　35,000円/10a（２回目の配分時の上限単価：45,000円）

　収益力強化を目指す上で、土地利用型作物の導入が有効的であるが慢性的な労働力の不足等により面

積が伸び悩んでいる状況にある。作業委託等による省力化をより一層進め、それによって生じる余力をもって、

転換による面積の拡大や他の品目の導入等により、地域全体の収益力向上を目指していく。

　併せて生産性の向上にも取り組み、収益力の低下に繋がらないよう注意を促す必要あり、作業の省力化や

生産性向上にむけた取り組みへの積極的な支援が重要となる。

目　　標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

単収

（春まき小麦）

目標 200kg/10a 180kg/10a 190kg/10a 200kg/10a

実績 162㎏/10a

　小麦

産地交付金の活用方法の明細（個票）

ＪＡたいせつ地域水田農業推進協議会 整理番号 1

　小麦省力化・生産性向上取組助成

単収

（秋まき小麦）

目標 300kg/10a 305kg/10a 307kg/10a 309kg/10a

実績 307㎏/10a － － －

作付面積
目標 275.0 ㏊ 299.0 ㏊ 313.0 ㏊ 315.0 ㏊

実績 262.8 ㏊ － － －

取組面積
目標 270.0 ㏊ 299.0 ㏊ 310.0 ㏊ 312.0 ㏊

実績 262.5 ㏊ － － －



協議会名

使途名

対象作物

単　　価

課　　題

内　　容

備考

　実需者と出荷・販売契約を締結し、省力化及び生産性向上に取り組む大豆の作付けに対し助成する。

具体的要件

　１、助成対象者

　　　　大豆を作付けした地域の担い手（認定農業者又青色申告を行う農業者）とする。

　

　２、取組要件

　　　　次に掲げる「省力化取組要件」「生産性向上取組要件」の中から、それぞれ１つ以上を選択し計４つ以上

　　　の取り組みを行うこと。

　　　　　「省力化取組要件」（管理作業の委託）

　　　　　　①耕起・整地　　②播種　　③防除・追肥・除草　　④収穫　　⑤乾燥・調製　　⑥出荷

　　　　　「生産性向上取組要件」

 　　　　　 ⑦連作の回避（対象品目の作付けが初年目又は２年目であること）

　　　　　  ⑧土壌改良材による土壌改良の実施

 　　　　　 ⑨堆肥散布による化学肥料の低減　⑩心土破砕による排水改善（播種前の施工に限る）

　　　　　  ⑪額縁明渠の実施による排水改善　⑫株間除草機による除草

　　　　　  ⑬乗用管理機による防除（除草剤散布、病害虫防除）　⑭コンバイン（普通型）による収穫

取組の

確認方法

　１、助成対象者

　　　　交付申請書及び営農計画書

　２、取組要件

　　　　現地確認、作業日誌（生産履歴）、購入伝票、写真（自己施工の場合）、委託作業明

　　　　細書及び領収書

成果等の

確認方法

　令和３年１２月末日までに、以下の方法で確認する。

　　①作付面積：交付申請書、営農計画書及び現地確認による。

　　②取組面積：現地確認及び取組要件の確認に用いた資料により確認する。

　　③単収目標：数量払交付金申請書又は販売伝票により確認する。

－ － －

　次年度以降の取り組みは、令和３年度の取り組みの検証を行い、課題を整理した上で検討する。

　35,000円/10a（２回目の配分時の上限単価：45,000円）

　収益力強化を目指す上で、土地利用型作物の導入が有効的であるが慢性的な労働力の不足等により面

積が伸び悩んでいる状況にある。作業委託等による省力化をより一層進め、それによって生じる余力をもって、

転換による面積の拡大や他の品目の導入等により、地域全体の収益力向上を目指していく。

　併せて生産性の向上にも取り組み、収益力の低下に繋がらないよう注意を促す必要あり、作業の省力化や

生産性向上にむけた取り組みへの積極的な支援が重要となる。

目　　標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

単収
目標 210kg/10a 150kg/10a 160kg/10a 180kg/10a

実績 105kg/10a

　大豆（黒大豆を含む）

産地交付金の活用方法の明細（個票）

ＪＡたいせつ地域水田農業推進協議会 整理番号 2

　大豆省力化・生産性向上取組助成

作付面積
目標 119.0 ㏊ 108.5 ㏊ 113.0 ㏊ 115.0 ㏊

実績 102.3 ㏊ － － －

取組面積
目標 117.0 ㏊ 108.5 ㏊ 111.0 ㏊ 113.0 ㏊

実績 102.1 ㏊ － － －



協議会名

使途名

対象作物

単　　価

課　　題

内　　容

備考

　販売を目的とした対象作物の作付けに対し助成する。

具体的要件

　１、助成対象者

　　　　 実需者への出荷・販売、またはＪＡ直売所での販売・庭先での直売等を目的として対象作物

　　　 の生産に取り組む農業者とする。

　２、取組要件

　　　　 実需者への出荷・販売またはＪＡ直売所での販売・庭先での直売等

取組の

確認方法

　１、助成対象者

　　　　交付申請書及び営農計画書

　２、取組要件

　　　　販売伝票等

成果等の

確認方法

　令和３年１２月末日までに、現地確認、交付申請書、営農計画書等により確認する。

－ － －

　次年度以降の取り組みは、令和３年度の取り組みの検証を行い、課題を整理した上で検討する。

　39,000円/10a（２回目の配分時の上限単価：50,000円）

　水田をフル活用した収益力向上の取り組みは地域全体の課題である。

　更には当地区での作付けにおいて多くの面積を有する農地保全型作物についても、地域全体の収益力向

上にむけ、早急に転換を図ることが課題となっている。

　そのため、所得向上にむけた高収益作物への転換に対し積極的な支援が必要となる。

目　　標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

作付面積
目標 65.0 ㏊ 54.6 ㏊ 54.7 ㏊ 55.0 ㏊

実績 52.1 ㏊

野菜

アスパラ・いちご・いんげん・枝豆・南瓜・キャベツ・キュウリ・ゴーヤ・小松菜・ささげ・さやえんどう・サンチュ・スグリナ・ししとう・

春菊・ スイートコーン・スイカ・大根・玉ねぎ・トマト・なす・なんばん・人参・長ねぎ・白菜・馬鈴薯(生食用のみ)・ピーマン・ほ

うれん草・メロン・ラディッシュ・シロナ・みずな・白かぶ・大根菜・チンゲン菜・わさび菜・ニラ・ブロッコリー・カリフラワー・レタス・

ズッキーニ・パプリカ・にんにく・シソ・山東菜・かぶ・ごぼう・ヤーコン・ スティックセニュール・長いも・オクラ・ロマネスコ・スイス

チャード・モロヘイヤ・ツルムラサキ・落花生・コールラビ・アイスプラント・さつまいも・バジル・ゆうがお・カンロ・とうがん・行者にん

にく・ベンリナ・しいたけ・パクチー

産地交付金の活用方法の明細（個票）

ＪＡたいせつ地域水田農業推進協議会 整理番号 3

　高収益作物助成（野菜）



協議会名

使途名

対象作物

単　　価

課　　題

内　　容

備考

　販売を目的とした対象作物の作付けに対し助成する。

具体的要件

　１、助成対象者

　　　　 実需者への出荷・販売、またはＪＡ直売所での販売・庭先での直売等を目的として

　　　　 対象作物の生産に取り組む農業者とする。

　２、取組要件

　　　　 実需者への出荷・販売またはＪＡ直売所での販売・庭先での直売等

取組の

確認方法

　１、助成対象者

　　　　交付申請書及び営農計画書、販売伝票等

　２、取組要件

　　　　出荷契約書、販売伝票等

成果等の

確認方法

　令和３年１２月末日までに、現地確認、交付申請書、営農計画書等により確認する。

－ － －

　次年度以降の取り組みは、令和３年度の取り組みの検証を行い、課題を整理した上で検討する。

（下限単価：30,000円/10a）

　31,000円/10a（２回目の配分時の上限単価：40,000円）

　新型コロナウィルスの影響により需給環境が一変し、水田を活用した収益力強化の取り組み

は地域全体の課題である。

　さらには当地区での作付けにおいて多くの面積を有する農地保全型作物についても、地域全

体の収益力強化にむけ、早急に転換を図ることが必要となり、地域振興作物への転換に対し積

極的な支援が必要となる。

目　　標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

作付面積
目標 50.0 ㏊ 29.6 ㏊ 39.0 ㏊ 40.0 ha

実績 32.3 ㏊

　花卉（マリーゴールド）

　果樹（ブルーベリー、ハスカップ）

　採種作物（アスター・いんげん・えんどう・枝豆・スイカ・大根・漬菜・トマト・白菜・メロン・南瓜・人参）

　小豆（しゅまり・大納言）

    雑穀（ハトムギ、ビール麦）

産地交付金の活用方法の明細（個票）

ＪＡたいせつ地域水田農業推進協議会 整理番号 4

　高収益作物助成（地域振興作物）



協議会名

使途名

対象作物

単　　価

課　　題

内　　容

備考

34.0 ㏊

－

50.0 ㏊

－ －

60.0 ㏊目標

実績
取組面積

32.1 ㏊

100.0 ㏊

　牧草の生産性向上にむけ、草地更新を行う農業者へ助成する。

具体的要件

　１、助成対象者

　　　 有畜農家との供給契約、または有畜農家の自家利用に伴う牧草の作付けにおいて、供給力向上

　　　 のため、草地更新に取り組む農業者とする。

　２、取組要件

　　　 令和２年度に対象作物が作付けされ、水田活用の直接支払交付金の交付対象であった水田に

　　　 おいて、草地更新を実施すること。

　　　 　ただし、対象作物の作付け後、４年を経過していない（平成３０年以降に新たに作付けされた）

　　　 水田については交付対象としない。

　　　 　また、当該取り組みの交付対象水田については、整理番号⑥の取り組みの交付対象としない。

取組の

確認方法

　１、助成対象者

　　　　交付申請書及び営農計画書

　２、取組要件

　　　　現地確認、作業日誌、種子購入伝票等

成果等の

確認方法

　令和３年１２月末日までに、以下の方法で確認する。

　　①作付面積：交付申請書、営農計画書及び現地確認による。

　　②取組面積：現地確認及び取組要件の確認に用いた資料により確認する。

－ － －

　次年度以降の取り組みは、令和３年度の取り組みの検証を行い、課題を整理した上で検討する。

（下限単価：17,000円/10a）

　19,000円/10a（２回目の配分時の上限単価：25,000円）

　地域内の有畜農家へ良質な飼料作物を安定供給することによる、地域内全体の収益力向上については重

要な取り組みとなるが、一部水田においては品質・収量の低下が懸念される。

　今後は安定供給にむけ草地更新のサイクルを早める等の取り組みにより、地域内の飼料作物生産の再編

を図ることが課題となる。

　そのため草地更新による飼料作物の安定供給にむけた取り組みに対し、積極的な支援が必要となる。

目　　標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

作付面積
目標 600.0 ㏊ 642.0 ㏊ 644.0 ㏊ 645.0 ㏊

実績 630.8 ㏊

　飼料作物

　（アカクローバー・アルファルファ・イタリアンライグラス・オーチャードグラス・シロクローバ・ソルガム・チモシー・トール

　　フェスク・フェストロリウム・ペレニアルライグラス）

産地交付金の活用方法の明細（個票）

ＪＡたいせつ地域水田農業推進協議会 整理番号 5

　飼料作物供給力向上取組助成（草地更新）



協議会名

使途名

対象作物

単　　価

課　　題

内　　容

備考

　牧草の生産性向上にむけ、耕畜連携による資源循環の取り組みを行う農業者へ助成する。

具体的要件

　１、助成対象者

　　　  有畜農家との供給契約、または有畜農家の自家利用に伴い牧草の作付を行い、資源循環の取り組みを

　　　  行う農業者とする。

　２、取組要件

　　　　 次の事項を全て満たす取り組みに対し助成する。（資源循環）

　　　　　①当該年度における堆肥散布の取り組みであること。

　　　　　②散布される堆肥が、利用供給協定に基づく水田で生産された粗飼料等の供給を受ける家畜の排せつ

　　　　　　物から生産されたものであること。

　　　　　③堆肥を散布する者は、水田で生産された粗飼料等の供給を受けた家畜の所有者、またはその委託を

　　　　　　受けた者（粗飼料等生産水田への堆肥散布の取り組みの交付対象者を除く）であること。

　　　　　④同一年度において、他に水田への堆肥散布の取り組みによる助成を受けない水田であること。

　　　　　⑤堆肥の散布量が１０ａ当り２ｔまたは４㎥以上であること。

　　　　　⑥次の事項が記載された、３年間以上を期間とする利用供給契約が締結されていること。

　　　　　　　（１）取り組みの内容　（２）供給される飼料作物の種類　（３）飼料作物を生産する者

　　　　　　　（４）堆肥を散布する者　（５）ほ場の場所及び面積　（６）堆肥散布の時期及び量

　　　　　　　（７）利用供給契約締結期間　（８）堆肥散布の条件（作業分担及び品代・経費の負担）

　　　　　　　（９）その他必要な事項

　（注）自ら家畜を飼養している者については、当該家畜のすべての堆肥を慣行に従って自己所有地に散布しても、

　　　　なお堆肥が不足する場合に、不足分を利用供給協定に基づいて散布した面積に限り対象とする。

　※整理番号⑤の交付対象となった水田については、当該取り組みを行っても交付対象としない。

取組の

確認方法

　１、助成対象者

　　　　交付申請書及び営農計画書

　２、取組要件

　　　　現地確認、作業日誌、利用供給協定書、自家利用計画書等

成果等の

確認方法

　令和３年１２月末日までに、以下の方法で確認する。

　　①作付面積：交付申請書、営農計画書及び現地確認による。

　　②取組面積：現地確認及び取組要件の確認に用いた資料により確認する。

　次年度以降の取り組みは、令和３年度の取り組みの検証を行い、課題を整理した上で検討する。

　10,000円/10a（２回目の配分時の上限単価：13,000円）

　地域内の有畜農家へ良質な飼料作物を安定供給することにより地域全体の収益力向上については重要

な取り組みとなるが、一部水田においては品質・収量の低下が懸念される。

　今後は、耕畜連携による資源循環の取り組みの拡大を図り、地域内の飼料作物生産の安定生産にむけた

生産性の向上を図ることが課題となる。

　そのため耕畜連携による飼料作物の安定供給にむけた取り組みに対し、積極的な支援が必要となる。

目　　標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

作付面積
目標 600.0 ㏊ 642.0 ㏊ 644.0 ㏊ 645.0 ㏊

実績 639.8 ㏊

　飼料作物

　（アカクローバー・アルファルファ・イタリアンライグラス・オーチャードグラス・シロクローバ・ソルガム・チモシー・デント

　　コーン・トールフェスク・フェストロリウム・ペレニアルライグラス）

産地交付金の活用方法の明細（個票）

ＪＡたいせつ地域水田農業推進協議会 整理番号 6

　資源循環取組助成（耕畜連携）

－ －

295.0 ㏊ 300.0 ㏊
取組面積

目標

実績

350.0 ㏊

－

305.0 ㏊

290.6 ㏊ － － －



協議会名

使途名

対象作物

単　　価

課　　題

内　　容

備考

　地域の課題解決にむけ作付け転換や集積のスピードを加速させるため、期間を定めた中で、経営の効率化

や経営形態の変更（認定農業者、集落営農等）により、所得向上に直接つながる作物への転換、または地

域内農業者（担い手）への農地集積により地域全体の収益力向上にむけた計画的な取り組みとして、当該

水田における一時的な景観形成作物の作付けに対し助成する。

　また、当地域においては地域農業の紹介・発信を目的とした田んぼアート事業を行っており、令和３年に直

売所併設の見晴台を新規建設した。その事業の一環として農村地域の景観形成を観光に役立てることで、

知名度の向上によるコメの直売の拡大や農産物直売所の売り上げ増加による地域全体の収益力向上にも

寄与する取り組みとなり継続が必要となる。

具体的要件

　１、助成対象者

　　　 令和４年度の作付けにおいて、

　　　　 ①水稲（新規需要米等含）、土地利用型作物（整理番号１、２、１０の助成対象品目）、高収益

　　　　　 作物（整理番号３，４の助成対象品目）への転換を目指す。

　　　　または

　　　　 ②地域内農業者（担い手）への農地集積（農地の斡旋・賃貸の申し出等）を行うことを目的として

　　　　　 景観形成作物を作付けし、農業構造改善計画書の提出により当該水田の将来の活用方法につい

 　　　　　て、具体的な目標を掲げる農業者とする。なお、地域協議会が特に認める場合を除き、令和2年度

　　　　　 に景観形成作物を作付けした圃場での連年作付けは交付対象としない。

　２、取組要件

　　　 当該水田における令和４年度の作付予定品目及び経営形態、または地域内農業者（担い手）への

　　　 集積方法（賃貸・売買）等が記載された農業構造改善計画書を提出した上で、景観形成作物を作

 　　　付けし、さらには次年作にむけた地力増進効果についても期待できることから、すき込みを行った水田を

　　　 交付対象とする。

取組の

確認方法

　１、助成対象者

　　　　交付申請書及び営農計画書、農業構造改善計画書

　２、取組要件

　　　　農業構造改善計画書、現地確認、作業日誌等

成果等の

確認方法

　令和３年１２月末日までに、現地確認、交付申請書、営農計画書等により確認する。

－ － －

　次年度以降の取り組みは、令和３年度の取り組みの検証を行い、課題を整理した上で検討する。

　（下限単価：8,000円/10a）

　9,000円/10a（２回目の配分時の上限単価：15,000円）

　担い手への農地集積を目的とし、地域の観光資源の一翼を担いながら景観形成作物の作付けにより管理

を行ってきた水田が多くあるが、受け手側の労働力不足や受け手と出し手の条件の不一致等から円滑な農地

集積が行われていない状況にある。また、非認定農業者や小規模農業者も多く、土地利用型作物や高収益

作物への転換も進んでいない。

　今後は水田の活用による、地域全体の収益力強化にむけた早急な体制整備が急務となるが、農地の受け

手側の準備や経営形態の変更等の準備もあり、単年度で全てを解決することは不可能であることから、段階

的に保全農地からの転換を推進する必要がある。

目　　標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

作付面積
目標 50.0 ㏊ 34.1 ㏊ 30.0 ㏊ 27.0 ㏊

実績 42.4 ㏊

　景観形成作物（ひまわり）

産地交付金の活用方法の明細（個票）

ＪＡたいせつ地域水田農業推進協議会 整理番号 7

　地域農業構造改善対策助成



協議会名

使途名

対象作物

単　　価

課　　題

内　　容

備考

　土地改良の施工前に地力えん麦を播種し表土中に混ぜることで、根巻きの効果による降雨時の表土流出

の軽減や、地力増進効果による表土の保全を行うもの。

具体的要件

　１、助成対象者

　　　 土地改良の施工前に地力増進作物を作付けし、表土の保全を行う者で、農業構造改善計画書の

　　　 提出により、当該水田の将来の活用方法について、具体的な目標を掲げる農業者とする。

　２、取組要件

　　　 当該水田における令和４年度の作付予定品目の記載、または地域内担い手農業者への賃貸・売

　　　 買等の集積方法が記載された農業構造改善計画書を提出した上で、地力増進作物の作付けをし

　　　 た水田を交付対象とする。

取組の

確認方法

　１、助成対象者

　　　　交付申請書及び営農計画書、農業構造改善計画書

　２、取組要件

　　　　農業構造改善計画書、現地確認、作業日誌等

成果等の

確認方法

　令和３年１２月末日までに、現地確認、交付申請書、営農計画書等により確認する。

－ － －

　次年度以降の取り組みは、令和３年度の取り組みの検証を行い、課題を整理した上で検討する。

　（下限単価：8,000円/10a）

　9,000円/10a（２回目の配分時の上限単価：15,000円）

　農業版事業継続（SDGs）における取組みとして次年度の生産性向上にむけた土地改良事業（区画整

理・暗渠排水）は当地区において必要不可欠であり、実施予定の水田における工事期間中の一時的な表

土の仮置きについては、良好な状態を維持する必要があるが、降雨の影響等による表土の流出等が懸念され

る。

　このことから、この取り組みによって土地改良の施工前に地力えん麦を播種し表土中に混ぜ込むことで、根巻

きの効果による降雨時の表土流出を何も対応をしない圃場と比較すると、９割程度抑制できることから、地力

増進効果による表土の保全を行う。

（長崎県農林技術センター緑肥（カバークロップ）栽培マニュアルにより）

　よって、次年作のより一層の生産性向上にむけては、表土の保全対策についての取り組みが課題となる。

目　　標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

作付面積
目標 25.0 ㏊ 76.5 ㏊ 80.0 ㏊ 85.0 ㏊

実績 49.9 ㏊

　地力増進作物（えん麦）

産地交付金の活用方法の明細（個票）

ＪＡたいせつ地域水田農業推進協議会 整理番号 8

　地力増進対策助成



協議会名

使途名

対象作物

単　　価

課　　題

内　　容

備考

　実需者と出荷・販売契約を締結し、新市場開拓用米へ転換する取り組みを支援する。

具体的要件

　１、助成対象者

　　　 実需者に出荷・販売することを目的として対象作物の生産に取り組む農業者とする。

　２、取組要件

　　　 需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領に定める、新規需要米取組計画の認定を受ける

　　　 こと。

取組の

確認方法

　１、助成対象者

　　　　交付申請書及び営農計画書

　２、取組要件

　　　　新規需要米認定結果通知書、出荷契約書、販売伝票等

成果等の

確認方法

　令和３年１２月末日までに、現地確認、交付申請書、営農計画書等により確認する。

－ － －

　次年度以降の取り組みは、令和３年度の取り組みの検証を行い、課題を整理した上で検討する。

　20,000円/10a

　主食用米の需要の減少が続く中、需要に応じた生産は極めて重要となるが、北海道米においては実需から

のニーズが高いこともあり、当地区では生産の目安を遵守しているが、他地域・府県において、生産の目安を無

視した過剰作付けの発生による、需給の不均衡が懸念される。

　ついては、主食用米に置き換わる新たな需要の確保が急務となることから、新市場開拓用米の取り組みに

よる、新たなマーケットの開拓が極めて重要な課題となる。

　また、当地区による作付けにおいて多くの面積を有する農地保全型作物についても、地域全体の収益力強

化に向けた転換を図る必要がある。

　そのため、主食用米、農地保全型作物から新市場開拓用米への緊急的な転換が必要となる。

目　　標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

作付面積
目標 120.0 ㏊ 39.0 ㏊ 45.0 ㏊ 50.0 ㏊

実績 40.6 ㏊

　新市場開拓用米

産地交付金の活用方法の明細（個票）

ＪＡたいせつ地域水田農業推進協議会 整理番号 9

　新市場開拓用米取組拡大助成



協議会名

使途名

対象作物

単　　価

課　　題

内　　容

備考

　実需者と出荷・販売契約を締結し、作付けするそばの取り組みに対し助成する。

具体的要件

　１、助成対象者

　　　 実需者に出荷・販売することを目的として対象作物の生産に取り組む農業者とする。

　２、取組要件

　　　 実需者との契約による対象作物の作付をする。

取組の

確認方法

　１、助成対象者

　　　　交付申請書及び営農計画書

　２、取組要件

　　　　出荷契約書、販売伝票等

成果等の

確認方法

　令和３年１２月末日までに、現地確認、交付申請書、営農計画書等により確認する。

－ － －

　次年度以降の取り組みは、令和３年度の取り組みの検証を行い、課題を整理した上で検討する。

　20,000円/10a

　水田を活用した収益力強化の取り組みは地域全体の課題である。

　さらには、当地区での作付けにおいて多くの面積を有する農地保全型作物についても、地域全体の収益力

向上にむけ、早急に転換を図ることが課題となる。

　そのため、所得向上にむけたそばへの転換に対し積極的な支援が必要となる。

目　　標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

作付面積
目標 35.0 ㏊ 23.5 ㏊ 24.5 ㏊ 25.5 ㏊

実績 21.7 ㏊

　そば

産地交付金の活用方法の明細（個票）

ＪＡたいせつ地域水田農業推進協議会 整理番号 10

　そば作付助成



協議会名

使途名

対象作物

単　　価

課　　題

内　　容

備考

190.0 ㏊

－

190.0 ㏊

－

200.0 ㏊

－

目標

実績
取組面積

450.0 ㏊

210.0 ㏊

　有畜農家との利用供給契約により飼料作物の作付けを行い、さらに生産構造改善の取り組みを行った

　農業者（耕種農家）へ助成する。

具体的要件

　１、助成対象者

　　　  有畜農家との利用供給契約により飼料作物の作付けをし、生産構造改善の取り組みを行った農業者と

　　　  する。

　２、取組要件

　　　  有畜農家との利用供給契約に基づき飼料作物の作付けを行う農業者で飼料作物の収穫作業を有畜

　　　  農家、または他の農業者へ委託した上で、更に次のいずれかの要件を達成すること。

　　　　①水稲作付面積が令和２年産作付面積を維持、または拡大していること。（新規作付けの場合を含む）

               ②土地利用型作物（整理番号１・２・10の助成対象品目）、高収益作物（整理番号３・４の助

　　　　　 成対象品目）のうち、いずれかの品目の作付面積が令和２年産作付面積を維持または拡大して

　　　　　 いること。（新規作付けの場合を含む）

　　※よって、上記①、②に該当する品目を作付していない農業者は助成対象外とする。

取組の

確認方法

　１、助成対象者

　　　　交付申請書及び営農計画書

　２、取組要件

　　　　現地確認、利用供給協定書、作業日誌、営農計画書等

成果等の

確認方法

　令和３年１２月末日までに、以下の方法で確認する。

　　①作付面積：交付申請書、営農計画書及び現地確認による。

　　②取組面積：現地確認及び取組要件の確認に用いた資料により確認する。

－ － －

　次年度以降の取り組みは、令和３年度の取り組みの検証を行い、課題を整理した上で検討する。

　（下限単価：6,000円/10a）

　7,000円/10a（２回目の配分時の上限単価：10,000円）

　地域内の有畜農家へ良質な飼料作物を安定供給することによる、地域内全体の収益力強化については重

要な取り組みとなる。

　また、地域の課題である農地保全型作物（個票７の助成対象品目）からの転換により面積の拡大や他

の品目の導入等による、地域全体の収益力向上を目指す上でも、耕種農家と有畜農家との連携によって行

われる飼料作物の作付けは省力化として有効な手段となっている。

　そのため、有畜農家と連携した耕種農家による飼料作物作付けの省力化の取り組みにより販売作物の作

付面積の拡大による収益力の強化を図るため、積極的な支援が必要となる。

目　　標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

作付面積
目標 600.0 ㏊ 642.0 ㏊ 644.0 ㏊ 645.0 ㏊

実績 630.8 ㏊

　飼料作物

　　（アカクローバー・アルファルファ・イタリアンライグラス・オーチャードグラス・シロクローバ・ソルガム・チモシー・

　　　デントコーン・トールフェスク・フェストロリウム・ペレニアルライグラス）

産地交付金の活用方法の明細（個票）

ＪＡたいせつ地域水田農業推進協議会 整理番号 11

　飼料作物育成助成



協議会名

使途名

対象作物

単　　価

課　　題

内　　容

備考

130.0 ㏊

実績 125.8 ㏊ － － －
取組面積

目標 200.0 ㏊ 123.0 ㏊ 125.0 ㏊

645.0 ㏊

実績 630.8 ㏊ － － －
作付面積

目標 600.0 ㏊ 642.0 ㏊ 644.0 ㏊

430kg/10a

実績 410kg/10a － － －

単収

牧草

目標 330kg/10a 420kg/10a 425kg/10a

　飼料作物の生産性向上にむけた取り組みを行う農業者（有畜農家）へ助成する。

　（取組実施面積に対し助成）

具体的要件

　１、助成対象者

　　　有畜農家の自家利用に伴う飼料作物（デントコーン・牧草）の作付けにおいて、次の取り組みを行う農業者とする。

　２、取組要件

　　　次のうち、いずれかの取り組みを実施すること。（取組実施面積に対し助成）

　　　　　〇デントコーン（青刈り・子実用）を作付けし、次の①～⑦の生産性向上取り組みのうち、１つ以上の取り組

　　　　　　みを行うこと。

　　　　　〇牧草の作付けにおいて目標単収を設定した上で、次の①～⑦の生産性向上取り組みのうち、１つ以上の取

　　　　　　り組みを行う こと。また、当該取組圃場における令和３年度の平均単収を把握するとともに、目標単収を下

　　　　　　回る場合は次年度の作付けにむけた検証を行うこと。

　　　　　　　　①心土破砕による排水改善　②額縁明渠の実施による排水改善

　　　　　　　　③１番草収穫後の追肥の実施（２番草の収穫を必須とする。）※牧草のみ

　　　　　　　　④３番草の収穫の実施※牧草のみ　⑤土壌改良資材の投入　⑥堆肥の散布

　　　　　　　　⑦密植栽培の実施※デントコーンのみ

　

　　　　　※収穫量については、牧草→ロール換算（350kg～450kg/個）、デントコーン→生重量のサイロ容積換算(㎏)

　　　　　　により確認する。

取組の

確認方法

　１、助成対象者

　　　　交付申請書及び営農計画書

　２、取組要件

　　　　現地確認、自家利用計画書、作業日誌、購入伝票等

成果等の

確認方法

　令和３年１２月末日までに、以下の方法で確認する。

　　①作付面積：交付申請書、営農計画書及び現地確認による。

　　②取組面積：現地確認及び取組要件の確認に用いた資料により確認する。

　　③単収目標：取組要件の確認に用いた資料により確認する。

－ － －

　次年度以降の取り組みは、令和３年度の取り組みの検証を行い、課題を整理した上で検討する。

　（下限単価：6,000円/10a）

　7,000円/10a（２回目の配分時の上限単価：10,000円）

　水田を活用した飼料作物の作付けについては、地域内有畜農家が飼料作物を確保する上で重要な取り組み

となるが、一部水田においては排水不良等による品質・収量の低下が見受けられる。

　また、近年の天候不順（日照不足による干ばつ・長雨による収穫期の遅れ）により、地域内の飼料供給量が

不足している現状もあり、酪農・畜産を含めた地域全体の収益力向上を目指す上でも、良質な飼料作物の安定

生産体制を構築することが急務となることから、ＴＤＮ収穫量の増産にむけたデントコーンの推進を含め、積極的な

支援が必要となる。

目　　標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

単収

ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ生重量

目標 4,500kg/10a 4,450kg/10a 4,500kg/10a 4,550kg/10a

実績 4,400kg/10a

　飼料作物

　　（デントコーン・アカクローバー・アルファルファ・イタリアンライグラス・オーチャードグラス・シロクローバ・ソルガム・

　　　チモシー・トールフェスク・フェストロリウム・ペレニアルライグラス）

産地交付金の活用方法の明細（個票）

ＪＡたいせつ地域水田農業推進協議会 整理番号 12

　飼料作物生産性向上取組助成



協議会名

使途名

対象作物

単　　価

課　　題

内　　容

備考

82.0 ㏊

実績 29.7 ㏊ － － －
取組面積

目標 20.0 ㏊ 75.0 ㏊ 80.0 ㏊

325.0 ㏊

実績 251.4 ㏊ － － －

作付面積

（非主食用米）

目標 370 ㏊ 310.5 ㏊ 315.0 ㏊

　土地利用型作物・園芸作物等の不適地等を活用し、非主食用米の拡大により収益性及び生産性の

　向上を図る取り組みに対し助成する。

具体的要件

　１、助成対象者

　　　  水稲作付面積が令和２年度より拡大しており、且つ非主食用米作付面積が令和２年度より拡大している

　　　  農業者とする。（非主食用米：加工用米＋新市場開拓用米＋飼料用米等）

　　  ※非主食用米作付面積へ助成、ただし水稲拡大面積が非主食用米作付面積を下回る場合は、水稲拡大

　　　  面積を上限として助成する。

　２、取組要件

　　　  次の収益性・生産性向上取り組みのうち、２つ以上の取り組みを実施すること。

　　　　  ①融雪材の散布による圃場の乾燥化　②温湯消毒による農薬低減の取り組み

　　　  　③土壌診断に基づく施肥

　　　　  ④スマートアグリの実践（ＧＰＳ付トラクター・田植え機、産業用ドローンによる管理作業の実施）

　　　　  ⑤ケイ酸資材による追肥の実施　⑥ラジコンヘリ・乗用管理機による適期防除の実施

　　　　  ⑦籾・バラによる非主食用米の出荷　⑧ＧＡＰ（JAグループGAP等）の取組を実施

　　　　  ⑨リモートセンシング技術を活用した生育診断の実施

取組の

確認方法

　１、助成対象者

　　　　交付申請書及び営農計画書

　２、取組要件

　　　　加工用米取組計画認定通知書、新規需要米認定結果通知書（飼料用米・輸出米等）、

　　　　作業日誌、出荷契約書、生産履歴書等

成果等の

確認方法

　令和３年１２月末日までに、以下の方法で確認する。

　　①作付面積：交付申請書、営農計画書及び現地確認による。

　　②取組面積：現地確認及び取組要件の確認に用いた資料により確認する。

　　③単収目標：共済組合データ（1.8㎜ふるい目データ）により確認する。

－ － －

　次年度以降の取り組みは、令和３年度の取り組みの検証を行い、課題を整理した上で検討する。

　（下限単価：3,000円/10a）

　4,000円/10a（２回目配分時の上限単価：5,000円）

　当地域の課題である農地保全型作物からの転換による地域全体の収益力向上にむけ取り組んでいるが、

土地利用型作物・園芸作物の作付け不適地等も多く、転換が進んでいない農地も見受けられる。

　その様な状況下、主食用米面積が減少する中で非主食用米に対する実需ニーズは非常に高いものとなって

いることから、土地利用型作物・園芸作物等の不適地等を活用した非主食用米の面積拡大による収益性確

保にむけた取り組みへの積極的な支援が必要となる。

目　　標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

単収

（水稲全体）

目標 645kg/10a 550kg/10a 570kg/10a 590kg/10a

実績 535kg/10a

　加工用米・新市場開拓用米・飼料用米

産地交付金の活用方法の明細（個票）

ＪＡたいせつ地域水田農業推進協議会 整理番号 13

　非主食用米拡大取組助成



協議会名

使途名

対象作物

単　　価

課　　題

内　　容

備考

　飼料用米

産地交付金の活用方法の明細（個票）

ＪＡたいせつ地域水田農業推進協議会 整理番号 14

　飼料用米作付助成

　14,000円/10a（２回目配分時の上限単価：15,000円）

　主食用米の需要の減少が続く中、需要に応じた生産は極めて重要となるが、北海道米においては実需から

のニーズが高いこともあり、新型コロナウィルスの影響により、国内における需給の不均衡が懸念される。

　また、北海道における令和３年産の緊急深掘対策に当地区も応じる対応策として、主食用米に置き換わ

る新たな需要の確保が急務となることから、飼料用米の取り組みによる、新たなマーケットの開拓が極めて重要

な課題となる。

　そのため、主食用米から飼料用米への緊急的な転換が必要となる。

目　　標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

作付面積
目標 － 51.0 ㏊ 55.0 ㏊ 60.0 ㏊

実績 － － － －

　次年度以降の取り組みは、令和３年度の取り組みの検証を行い、課題を整理した上で検討する。

（下限単価：14,000円/10a）

　実需者と出荷・販売契約を締結し、飼料用米へ転換する取り組みを支援する。

具体的要件

　１、助成対象者

　　　 実需者に出荷・販売契約を締結した対象作物の生産に取り組む農業者とする。

　２、取組要件

　　　 ⑴需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領に定める飼料用米取組計画の認定を受ける

　　　　 こと。

　　　 ⑵次の収益性・生産性向上取り組みのうち、２つ以上の取り組みを実施すること。

　　　　  ①融雪材の散布による圃場の乾燥化　②温湯消毒による農薬低減の取り組み

　　　  　③土壌診断に基づく施肥

　　　　  ④スマートアグリの実践

　　　　　（ＧＰＳ付トラクター・田植え機、産業用ドローンによる管理作業の実施）

　　　　  ⑤ケイ酸資材による追肥の実施　⑥ラジコンヘリ・乗用管理機による適期防除の実施

　　　　  ⑦籾・バラによる非主食用米の出荷　⑧ＧＡＰ（JAグループGAP等）の取組を実施

　　　　  ⑨リモートセンシング技術を活用した生育診断の実施

取組の

確認方法

　１、助成対象者

　　　　交付申請書及び営農計画書

　２、取組要件

　　　　新規需要米認定結果通知書（飼料用米等）、出荷契約書、販売伝票等、作業日誌、出荷

　　　契約書、生産履歴書等

成果等の

確認方法

　令和３年１２月末日までに、現地確認、交付申請書、営農計画書等により確認する。
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